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◇児童扶養手当、ひとり親家庭医療費給付、高等職業訓練促進給付
金の支給等を継続して行う。
ひとり親に対する相談支援の充実にあたり、あるべき姿を検討するた
め、他市の事例を研究する。コロナ禍による景気低迷の中、ひとり親の資格取得に

係る給付金の申請が例年よりも多くあった。

◇継続して事業を実施。R5.2～出産・子育て応援事業として、切れ目
のない支援に加え、経済的支援も開始した。

◇北上市こども療育ネットワークの運用開始により、事業所選択及び
見学予約ができ、早期に療育を開始できる仕組みを構築した。
◇定期的に研修機会を確保し、資質向上に努めていく。
◆児童福祉法の改正(令和６年４月１日施行)に合わせ中核的役割を
果たすよう機能強化を図る。
◆専門職を確保し支援体制を整備していく。

◆ニーズ把握を行うとともに、「子どもの居場所事業」を行う団体と
連携し、支援方法の検討を行う。

R5事後

2

健康
こど
も部

●

児童虐待
の発生防
止、早期
発見・対
応

・各種事業については、滞りなく実施し、ひとり親家
庭を支援している。
・児童扶養手当の現況届のタイミングに合わせ、県の
自立支援員による相談対応、ハローワークの就業相
談の窓口を開設し、ひとり親家庭が相談しやすい環
境を整備した。

8
健康
こど
も部

支援を必
要とする
子どもや
家庭への
支援の充
実

6
健康
こど
も部

子どもの
貧困対策
の推進

担当
部等

基本方針

基本施策

関連するプロジェクト

内部要因

達　成　状　況　分　析　（上段：指標に基づくもの　下段：指標以外のもの）

出産後は全産婦へ電話確認を行い、希望者全員に訪
問指導を行っている。

妊産婦リスクアセスメントシートを活用し、支援プラン
作成者を判断している。

十分な療育が行えるよう、療育時間を見直した。

・事務分担や療育日を見直し、研修を受けられる時間を作っ
た。
・登降園システムの導入により、事務時間が削減された。
・Wifi環境が整備され、職場内でweb研修を受けられるよ
うになった。

5

4
健康
こど
も部

「子ども
の居場所
づくり」
に対する
支援の充
実

1

生活に困
窮してい
る子ども
への学習
支援の充
実

子育て世
代包括支
援事業

2
健康
こど
も部

支援を必
要とする
子どもや
家庭への
支援の充
実

3
福祉
部

幼稚園や保育所等で障がいや発達の遅れのある児童を
支援する保育士等を追加で配置しきめ細やかな保育を
実施した。

子どもの居場所づくりに取組む「子ども食堂」の開催場
所数は、期待値は下回ったものの１増となっている。

（R４調査未実施）

・第２期北上市子ども・子育て支援事業計画に位置付け
られた子供の貧困対策事業について取り組んだ。
・子育て世代包括支援センターにおいて、貧困家庭に限
らず子育て世帯の相談等に幅広く対応した。
・子どもの権利を保障する方策については検討できてい
ない。
・国の多様な給付金を支給し、低所得の子育て世帯の経
済的支援を行った。

全ての幼稚園、保育園、認定こども園で障がい児保育を
実施できた。

①

未設定

③

⑦

・ひとり親に対し、児童扶養手当、ひとり親家庭利用費給
付などを実施し、経済的負担の軽減を図った。
・ひとり親の就労や資格取得を促進するため、高等職業
訓練給付金等を支給した。
・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別
給付金（ひとり親世帯分）を支給し、コロナ禍で困窮する
ひとり親家庭の経済的支援を行った。

（R４調査未実施）

④

私立の幼稚園や保育所等で障がいや発達の遅れの
ある児童を支援する保育士等を追加で配置するた
め、補助金を交付し、人材確保の支援を図った。

進路や教育の希望が叶えられる環境の整
備、相談体制の充実、経済的支援の充実、
保護者の就労の支援など、子どもの貧困対
策に関する具体的施策の推進を図るほか、
子どもの権利を保障する方策について検
討する。

既存の団体は、フードパントリーなど工夫した取り組みを
実践していた。

A

死亡に至る重大事案とならない様、関係機関と連携
しながら適切に支援を実施した。

支援拠点を中心に関係機関と連携を図りながら支援
を実施している。

B

⑤

集団保育を行うことで、それぞれに成長が見られ、円
滑な就学に向けた準備ができた。

児童虐待により死亡に至った件数は無い。

令和４年度における新規虐待ケースは48件、年度末に
おける全体ケース世帯数は41世帯(前年度３月末42世
帯)である。

子どもやその家庭の支援及び家庭児童相
談機能を充実させるために、子ども家庭総
合支援拠点を設置し、支援体制の強化を図
るほか、児童相談所、警察、保健医療機関
等関係機関の更なる連携強化により児童
虐待の発生防止、早期発見と適切な対応に
取り組む。

障がい児の支援に対応するため、幼稚園や
保育所等における人員体制及び保育者へ
の研修の充実を図り、小学校へのスムーズ
な移行ができるよう支援が必要な子ども
たちの発達を促す。

A
◇集団保育を行うことで、それぞれに成長が見られ、円滑な就学に向
けた準備ができることから、今後も支援が必要な児童に対応する保
育士等を追加で配置していく。

施設内外の研修機会を確保し、療育の質の向上を図っ
た。

・具体の施策として、第２期子ども子育て支援計画に
位置付けられた教育支援、生活支援、生活支援、経済
的支援、就労支援の活動に取り組んだ。
・相談体制の充実にあたっては、子育て世代包括支
援センターが総合相談窓口となって関係部署につな
いでいる。
・多子世帯応援給付金がお金のかかる多子世帯の一
助となっている。

新型コロナに伴う景気の低迷によるためか、子育て世
帯の貧困に伴う家庭相談が増加傾向にある。

◇今後も団体からの意見や運営状況の把握に努める。

◇児童福祉法の改正(令和６年４月１日施行)に合わせた各関係事務
整理の整備

◇相談支援体制は継続して、子育て世代包括支援センターを総合相
談窓口として、相談支援を行う。
◇第２期子ども・子育て支援事業計画において位置付けられた子ども
の貧困対策施策について、継続して取り組む。
◇子どもの権利を保障する方策について、条例の必要性等を含め、
他市の事例等を研究する。

コロナ禍により開催回数は減少したものの開催手法の
工夫が奏功した。

A

A

B

B

新生児訪問指導割合はR3より増加しており、期待値も
上回っている。

支援が必要な人へ支援プランを作成し、妊娠期から切れ
目のない支援を実施できている。

児童発達支援事業の利用者の満足度は増加し、期待値
を上回った。

学習ボランティアの確保が難しくなってきている。

当市の事業を利用して開設した団体が活動を続けて
いるため、収支状況の確認を行い、必要に応じて助
言を行った。

事業に参加したことにより希望する学校に進学できたり、事
業に参加し進学した高校生が学習ボランティアとして活動に
参加するなど、事業の成果が出ている。
学習支援事業の事業内容や開催場所に対するニーズ把握ま
で至らなかった。

支援の必要な子どもが増加傾向にあり、保育士等の確
保が課題である。

達成状況
評　　　価

1.未来に輝く人づくり

7
健康
こど
も部

ひとり親
家庭等へ
の自立支
援の推進

⑥
ひとり親家庭等に対する相談体制の充実を
図るとともに、「児童扶養手当」「ひとり親
家庭医療費給付」など経済的支援を実施す
る。また、生活の安定と自立を支援するた
め、父・母の就職や資格取得を促進するた
めの給付金を支給する。

B

1-2.子どもの健やかな成長を守る環境づくり

推進方針

妊娠期から子育て期まで切れ目なく支援する「子育て世代包
括支援センター」を拠点として、様々な事情を抱える妊産婦・
乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、保健師等の専門
職が妊産婦や保護者の相談に対応するとともに、支援プラン
を策定し関係機関との情報共有や検討を行い適切な支援に
結び付ける。
　母子健康手帳交付時の面接で要支援妊婦の訪問指導をはじ
め、新生児訪問・乳幼児訪問を通し安心して育児していけるよ
う関係機関の一貫性・整合性のある支援につなげるため、連
携体制を強化させる。
また、子ども虐待の発生防止・早期発見のため、「子ども子育
て家庭総合支援拠点」などと連携した積極的なアプローチと
切れ目のない支援体制を構築する。

こども療育センターと民間の児童発達支援事業所が
協働して多様な療育を提案し、それぞれの生活スタイ
ルやニーズに合わせた支援を受けられるようにする。
新規利用者については事業利用の必要性を精査しな
がら、児童の状況に応じた支援計画を立て、個々に応
じた療育を提供する。
療育専門員と連携してアドバイスを得たり、職員各自
が研修に参加したりするなど専門性の向上に努める
と共に、臨床心理士の資格を持つ常勤職員の採用な
ど療育専門員及び療育相談員のマンパワーを確保し
支援体制を整備する。

子どもの貧困対策の推進を図るため、学習
支援事業の事業内容や開催場所に対する
ニーズを把握しながら、開催場所を増やす
ことを検討する。

令和３年度まで開設等に対する補助を行う
とともに、「子どもの居場所づくり」を行っ
ている団体からの意見や運営に係る収支
状況を確認しながら、今後どのような支援
が必要か検討する。

概ね順調

やや遅れている

遅れている

将来の社会の主役となる子どもたちが安心して成長できるよう、市全
体で子どもの最善の利益の実現に努め、関係機関と一層の連携を図
り、家庭と子ども一人ひとりに最適な支援を継続的に行います。

成果
指標

達成状況（対象：R4）
　（上段：指標に基づくもの　下段：指標以外のもの）

1.子育て寄り添いプロジェクト

北上市総合計画 2021～2030　令和５年度基本施策事後評価シート　（評価対象期間：令和４年度）

外部要因

新型コロナウイルスによる影響もあり、訪問指導を希
望しない人もいる。

新型コロナウイルスの影響により年51回のうち６回中
止した。
（予定51回　実施45回）

順調 総合評価

A
今後の方向性

（◇：R5に着手予定・着手済み
◆：R6以降の着手を検討）

②

評
価
項
目

A

B

C

D

№

●
健康
こど
も部

プロ
ジェ
クト

（B）

（C）

（B）

（B）

（A）

（B）

（B）

（A）

※達成状況評価欄の（ ）内については昨年度の評価結果です。
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指　   標 ⑬ 指標の説明

備　考

R6

幼稚園・保育園・認定こ
ども園での障がい児保
育の実施園

指　   標 ⑦

単位
R1

R2
（現状値）

R3

実績値

担当部等 担当部等 担当部等

健康こども部

担当部等 担当部等

担当部等 担当部等 担当部等

子どもの居場所づくり
に取組む「子ども食堂」
の開催場所

食事の提供や学習支援等を行う子
どもの居場所の開催場所の数

R6

指標の説明

健康こども部

担当部等 担当部等

健康こども部

担当部等

健康こども部

担当部等 単位R3 R4 R5 R6 R7

件

R4 R5

（現状値）

8

未実施

9.55 9.5333 9.5167 9.5

87.3

健康こども部

担当部等

R5 R6

8563.0 63.6 83.15 83.767 84.383

81.30 83.8 78.6

単位
R1

期待値
※R7は目標値

60.9 61.6 62.3

実績値

期待値
※R7は目標値

56.6 54

6.0 6.7

R5 R7R6

4

5.34

（現状値）

期待値
※R7は目標値

41.6 41.6 41.6

期待値
※R7は目標値

備　考

R4

R3 R4

4

実績値 全園 全園

指　   標 ⑩

期待値
※R7は目標値

備　考

R1

R4 R5 R6 R7

備　考

単位
R1

R7R5 R6R4R3

期待値
※R7は目標値

（現状値）

指　   標 ⑭ 指標の説明

R2

実績値

期待値
※R7は目標値

備　考

実績値 実績値

備　考

期待値
※R7は目標値

指標の説明 指　   標 ⑪

単位
R1

R2
（現状値）

R3 R4 R5 R6 R7

指標の説明

（現状値）
単位

R1
R2

全園 実績値

期待値
※R7は目標値

R3

全圏

全園

備　考

（現状値） （現状値）
単位

指標の説明

R1
R2

⑧指標の説明

－

指　   標

障がい児・支援児が入園を希望し
た場合に、加配の職員を配置する
などして、受入を行う施設の割合。

R2

0.0 0.0 0

以下未実施

9.5667

未実施 調査予定

期待値
※R7は目標値

0.0 0.0 0.0 0.0 ％

実績値 9.6

期待値
※R7は目標値

9.6 9.5833

0

備　考備　考

実績値 0 0 0

単位
R1

R2 R4
（現状値） （現状値）

単位
R1

R2 R3R3 R4 R5 R6 R7

指　   標 ④ 指標の説明 指　   標 ⑤ 指標の説明

児童虐待死亡事案件
数

福祉行政報告例年度報　第４５児
童相談種類別対応件数の児童虐待
相談として受理した件数のうち、児
童が死亡に至った件数

子どもの貧困率

北上市子どもの生活実態調査で調査した所得をもと
に、厚生労働省が平成28年国民生活基礎調査」から
算出された日本国内の等価可処分所得（世帯の可処
分所得（手取り収入）を世帯人数の平方根で割り調整
した所得）の中央値の2分の1である122万円を基準
額とし、基準値を下回る世帯を貧困層とし、全体に占
める割合を算出したもの。

7.364.3 81.917

新生児訪問指導割
合

年間出生数に占める赤ちゃん訪問指導
を実施した割合

児童発達支援事業（こ
ども療育センター）の
利用者の満足度

65.0 82.533％％

実績値

備　考

担当部等

健康こども部

R5
R1

R2 R3

以下未実施 未実施

41.5

調査予定

R6

41.5

R1

北上市子どもの生活実態調査で調査したひとり親世帯
の所得をもとに、厚生労働省が平成28年国民生活基
礎調査」から算出された日本国内の等価可処分所得
（世帯の可処分所得（手取り収入）を世帯人数の平方根
で割り調整した所得）の中央値の2分の1である122
万円を基準額とし、基準値を下回る世帯を貧困層と
し、全体に占める割合を算出したもの。

期待値
※R7は目標値

備　考

R7

備　考 未実施

41.6 41.5

R2 R3 R4 R5

指標の説明

R7

単位
R1

R2 R3 R4 R5 R6 R7
（現状値）

備　考

期待値
※R7は目標値

実績値

指　   標 ⑮ 指標の説明

単位
R1

R7
（現状値）

R3 R4 R5 R6 R7

R2 R3 R4 R5 R6

凡例

備　考

R7

R7

指　   標 ⑥

（現状値）

指　   標 ⑨ 指標の説明

R1
R2単位

指　   標 ⑫ 指標の説明

単位

期待値
※R7は目標値

4.7

期待値
※R7は目標値

実績値

備　考

実績値

％

実績値 41.6

指　   標 ③

単位

ひとり親世帯の貧困
率

実績値

通園児保護者の中で総合的な利用
満足度に「満足している」と回答し
た率

R4 R5 R6 R7
（現状値）

R1
R2 R3

指　   標 ① 指標の説明

R5 R6

指　   標

81.3

60.9 44.1

R2 R3 R4

73.2

② 指標の説明

健康こども部

担当部等
（現状値）

単位R7

0

50

100

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

70

75

80

85

90

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

0

5

10

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

0

1

2

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
8

9

10

11

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

40

41

42

43

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（A）


